※本テンプレートは契約変更覚書(全業種・全契約類型に対応する汎用書式)を主構成とし、5種類の用途別バリアント(金額変更/期間延長/業務範囲変更/支払条件変更/当事者変更)を備えています。覚書は法的に契約書と同等の効力を持ち、原契約の特定+変更箇所+効力発生日が記載の核心です。重要事項の変更(金額・期間等)は原契約の文書号数に応じた印紙税が必要ですが、軽微な変更(担当者・連絡先等)は印紙税不要です。電子契約での締結時は、変更内容を問わず印紙税不要となります。

契約変更覚書
Part 1:汎用契約変更覚書(基本書式)

契約変更覚書
甲の正式名称と乙の正式名称とは、甲乙間において[YYYY年MM月DD日]に締結した原契約の正式名称について、その一部を変更することに合意し、本覚書を取り交わす。
第1条(原契約の特定)
本覚書において変更対象となる原契約は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	原契約の名称
	[原契約の正式名称]

	原契約の締結日
	[YYYY年MM月DD日]

	原契約の当事者
	甲:[甲の正式名称]/乙:[乙の正式名称]

	契約書番号(管理上の番号がある場合)
	[契約書番号]


第2条(変更内容)
甲および乙は、原契約の以下の条項を、次のとおり変更することに合意する。
【変更箇所】 原契約 第[○]条 第[○]項([条項名])
【変更前】 > [変更前の条文全文]
【変更後】 > [変更後の条文全文]
(複数箇所の変更がある場合は、上記を必要に応じて繰り返し記載)
第3条(変更理由)
(任意・記載することで後の解釈を明確化できます)
本変更は、[変更理由を具体的に記載・例:業務量の増加・物価上昇・取引関係の継続的発展のため等]に基づき行うものである。
第4条(効力発生日)
本覚書は、次のいずれかの方法により効力を生じる(該当するものを選択)。
☐ 将来効:本覚書は、[YYYY年MM月DD日]から効力を生じる。 ☐ 遡及適用:本覚書は、[YYYY年MM月DD日]にさかのぼって効力を生じる。これにより、同日以降の本契約上の関係について、変更後の条件が適用されるものとする。 ☐ 覚書締結日効力:本覚書は、甲乙双方の記名押印または電子署名の完了をもって、直ちに効力を生じる。
第5条(原契約の他条項の効力存続)
第2条で変更された箇所を除き、原契約の条項は、いかなる変更も加えられることなく、引き続き有効に存続するものとする。
第6条(反社会的勢力排除条項の継続)
原契約に定める反社会的勢力の排除に関する規定(暴排条項)は、本覚書締結後も引き続き完全に効力を有するものとする。
第7条(本覚書の解釈)
本覚書の規定と原契約の規定との間に矛盾・抵触が生じた場合、本覚書の規定が優先するものとする。
第8条(協議事項)
本覚書に定めのない事項または本覚書の解釈に疑義が生じた事項については、甲乙誠意をもって協議の上、これを解決するものとする。
末尾署名欄
本覚書の成立を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印または電子署名の上、各自1通を保有する。
(電子契約により締結する場合は、本項を「本覚書の成立を証するため、本書を電磁的記録として作成し、甲乙電子署名の上、各自その電磁的記録を保管する。」に置き換えてください。電子契約での締結時は印紙税不要です。)
[YYYY年MM月DD日]
(甲) 住所:[甲の住所] 名称:[甲の正式名称] 代表者:[代表者役職・氏名] 印
(乙) 住所:[乙の住所] 名称:[乙の正式名称] 代表者:[代表者役職・氏名] 印

Part 2:用途別バリアント
2-1:金額変更覚書(値上げ・値下げ)

契約変更覚書(報酬額の変更)
甲の正式名称と乙の正式名称とは、[YYYY年MM月DD日]に締結した原契約の正式名称について、報酬額の変更に関し、本覚書を取り交わす。
第1条(原契約の特定)
(Part 1第1条と同様)
第2条(報酬額の変更)
甲および乙は、原契約第[○]条([条項名:報酬等])第[○]項を、次のとおり変更することに合意する。
【変更前】 > [変更前の条文・例:報酬は、月額金200,000円(消費税別)とする。]
【変更後】 > [変更後の条文・例:報酬は、月額金250,000円(消費税別)とする。]
【変更内容のサマリー】
	項目
	変更前
	変更後
	変動

	月額報酬(税別)
	金[金額]円
	金[金額]円
	+[金額]円

	消費税(10%)
	金[金額]円
	金[金額]円
	+[金額]円

	月額合計(税込)
	金[金額]円
	金[金額]円
	+[金額]円


第3条(変更理由)
本報酬額の変更は、[業務量の増加/物価上昇/取引関係の継続的発展/業務範囲の変更等]に基づくものである。
第4条(効力発生日と適用範囲)
本覚書は、[YYYY年MM月DD日]から効力を生じ、同日以降の業務(または同日以降の請求分)に対する報酬から、変更後の金額を適用する。
(または、遡及適用が必要な場合) 本覚書は、[YYYY年MM月DD日]にさかのぼって効力を生じ、同日以降に発生した業務の報酬について、変更後の金額を適用する。既履行分との差額は、甲が乙に対し、[YYYY年MM月DD日]までに支払うものとする。
第5条(その他)
Part 1第5条・第6条・第7条・第8条を準用する。
末尾署名欄
(Part 1と同様)

2-2:期間延長覚書

契約変更覚書(契約期間の延長)
[甲の正式名称]と[乙の正式名称]とは、[YYYY年MM月DD日]に締結した原契約の正式名称について、契約期間の延長に関し、本覚書を取り交わす。
第1条(原契約の特定)
(Part 1第1条と同様)
第2条(契約期間の変更)
甲および乙は、原契約第[○]条([条項名:契約期間等])を、次のとおり変更することに合意する。
【変更前】 > [変更前の条文・例:本契約の有効期間は、YYYY年MM月DD日から[1]年間とする。]
【変更後】 > 変更後の条文・例:本契約の有効期間は、YYYY年MM月DD日から[3]年間とする。
【期間変更のサマリー】
	項目
	変更前
	変更後

	契約開始日
	[YYYY/MM/DD]
	YYYY/MM/DD

	契約終了日
	[YYYY/MM/DD]
	[YYYY/MM/DD]

	契約期間
	[○]年
	[○]年([○]年延長)


第3条(自動更新条項の取扱い)
(該当時)原契約に自動更新条項が定められている場合、変更後の契約期間についても、当該条項が適用されるものとする。
(または、自動更新条項を変更する場合)原契約第[○]条の自動更新条項を、次のとおり変更する。
【変更前】 > [変更前の自動更新条項]
【変更後】 > [変更後の自動更新条項]
第4条(効力発生日)
本覚書は、甲乙双方の記名押印または電子署名の完了をもって、直ちに効力を生じる。
第5条(その他)
(Part 1第5条以下を準用)
末尾署名欄
(Part 1と同様)

2-3:業務範囲変更覚書(追加・削除)

契約変更覚書(業務範囲の変更)
[甲の正式名称]と[乙の正式名称]とは、[YYYY年MM月DD日]に締結した原契約の正式名称について、業務範囲の変更に関し、本覚書を取り交わす。
第1条(原契約の特定)
(Part 1第1条と同様)
第2条(業務範囲の変更)
甲および乙は、原契約第[○]条([条項名:業務範囲等])を、次のとおり変更することに合意する。
【業務範囲の追加】(該当時)
原契約の業務範囲に、次の業務を追加する。 (1) [追加業務の具体的内容] (2) [追加業務の具体的内容]
【業務範囲の削除】(該当時)
原契約の業務範囲から、次の業務を削除する。 (1) [削除業務の具体的内容]
第3条(報酬への影響)
本業務範囲の変更に伴い、原契約第[○]条([条項名:報酬等])を次のとおり変更する。
【変更前】 > [変更前の報酬条項]
【変更後】 > [変更後の報酬条項]
(業務追加時は増額・業務削除時は減額)
第4条(変更開始日と既往業務の処理)
本覚書は、[YYYY年MM月DD日]から効力を生じる。
(業務範囲削除時)同日までに既に着手・進行中の業務の処理については、甲乙協議の上、別途定める。
第5条(その他)
(Part 1第5条以下を準用)
末尾署名欄
(Part 1と同様)

2-4:支払条件変更覚書

契約変更覚書(支払条件の変更)
[甲の正式名称]と[乙の正式名称]とは、[YYYY年MM月DD日]に締結した原契約の正式名称について、支払条件の変更に関し、本覚書を取り交わす。
第1条(原契約の特定)
(Part 1第1条と同様)
第2条(支払条件の変更)
甲および乙は、原契約第[○]条([条項名:支払条件等])を、次のとおり変更することに合意する。
【変更前】 > [変更前の条文・例:甲は、毎月末日締めの翌月末日払いとする。]
【変更後】 > [変更後の条文・例:甲は、毎月末日締めの翌月25日払いとする。]
【支払条件のサマリー】
	項目
	変更前
	変更後

	締日
	毎月[末日]
	毎月[末日]

	支払期日
	[翌月末日]
	[翌月25日]

	支払方法
	[振込/その他]
	[振込/その他]

	振込手数料の負担
	[甲/乙]
	[甲/乙]


第3条(フリーランス新法対応・該当時)
(乙が特定受託事業者(フリーランス新法第2条第1項)に該当する場合)
本支払条件は、フリーランス新法第4条(報酬支払期日:納品から60日以内)に適合するものとする。
第4条(効力発生日)
本覚書は、[YYYY年MM月DD日]から効力を生じる。同日以降の請求分から、変更後の支払条件を適用する。
第5条(その他)
(Part 1第5条以下を準用)
末尾署名欄
(Part 1と同様)

2-5:当事者変更覚書(社名変更)

契約変更覚書(当事者表示の変更)
[甲の正式名称(変更後)]と[乙の正式名称]とは、甲が[YYYY年MM月DD日]に商号を「[甲の旧正式名称]」から「[甲の正式名称(変更後)]」に変更したことに伴い、[YYYY年MM月DD日]に締結した原契約の正式名称上の当事者表示を変更するため、本覚書を取り交わす。
第1条(原契約の特定)
(原契約の特定・甲の旧名称を併記)
	項目
	内容

	原契約の名称
	[原契約の正式名称]

	原契約の締結日
	[YYYY年MM月DD日]

	原契約締結時の甲の名称
	[甲の旧正式名称]

	原契約締結時の乙の名称
	[乙の正式名称]


第2条(商号変更の事実)
甲は、[YYYY年MM月DD日]、株主総会(または取締役会)の決議を経て、商号を「[甲の旧正式名称]」から「[甲の正式名称(変更後)]」に変更し、同日商業登記を完了した。法人格は変更前と同一である。
第3条(当事者表示の変更)
甲乙は、本商号変更に伴い、原契約上の甲の名称を「[甲の旧正式名称]」から「[甲の正式名称(変更後)]」に変更することを確認する。なお、本変更は法人格の変更を伴わず、原契約上の権利義務は変更なくそのまま継承される。
第4条(その他)
本覚書による当事者表示変更を除き、原契約の条項に変更はない。
末尾署名欄
(Part 1と同様・甲は変更後の名称で記名)

2-6:三者合意覚書(契約上の地位譲渡)

契約上の地位譲渡に関する三者合意覚書
譲渡人甲の正式名称、譲受人新甲の正式名称、契約相手方乙の正式名称とは、譲渡人と乙との間で[YYYY年MM月DD日]に締結した原契約の正式名称上の地位を譲受人に譲渡することに関し、民法第539条の2に基づき、次のとおり合意する。
第1条(原契約の特定)
	項目
	内容

	原契約の名称
	[原契約の正式名称]

	原契約の締結日
	[YYYY年MM月DD日]

	原契約の当事者
	譲渡人(甲):[譲渡人の正式名称]/乙:[乙の正式名称]


第2条(契約上の地位の譲渡)
譲渡人は、[YYYY年MM月DD日]、原契約上の自己の地位を、譲受人に譲渡する。
第3条(乙の承諾)
乙は、本覚書により、譲渡人から譲受人への原契約上の地位譲渡を承諾する(民法第539条の2)。
第4条(権利義務の承継)
譲受人は、本覚書効力発生日以降、原契約上の譲渡人の地位を承継し、原契約に基づく一切の権利義務を承継する。譲渡人は、本覚書効力発生日以降、原契約上の権利義務から離脱する。
第5条(効力発生日)
本覚書は、[YYYY年MM月DD日]から効力を生じる。
第6条(原契約の条項の継続効力)
第2〜4条の地位譲渡を除き、原契約の条項は、いかなる変更も加えられることなく、引き続き有効に存続するものとする。
末尾署名欄
[YYYY年MM月DD日]
(譲渡人) 住所:[譲渡人の住所] 名称:[譲渡人の正式名称] 代表者:[代表者役職・氏名] 印
(譲受人) 住所:[譲受人の住所] 名称:[譲受人の正式名称] 代表者:[代表者役職・氏名] 印
(乙・契約相手方) 住所:[乙の住所] 名称:[乙の正式名称] 代表者:[代表者役職・氏名] 印

Part 3:印紙税の判定ガイドライン
3.1 印紙税の基本ルール
	変更内容
	印紙税

	重要事項の変更(金額・期間等の主要要素)
	原契約の文書号数に応じた印紙税が必要

	軽微な変更(担当者・連絡先等)
	印紙税不要


3.2 「重要事項」の判定基準
印紙税法基本通達により、次の事項は重要事項とされます。
· 契約金額の変更(増額のみ・減額のみでも対象)
· 契約期間の変更(延長・短縮)
· 契約物件・対象物の変更
· 支払条件の変更
· 業務範囲の変更
· その他、契約の基本的内容に関わる変更
3.3 「軽微な変更」の例(印紙税不要)
· 担当者の変更
· 連絡先・住所(本店移転を伴わない)の変更
· 細則的事項の修正
· 社名変更(同一法人格)
· 代表者変更
· 誤記訂正
3.4 主要な原契約類型別の印紙税
	原契約類型
	印紙税法上の文書号数
	変更覚書の印紙税

	不動産売買契約書
	第1号文書
	重要事項変更時に必要

	金銭消費貸借契約書
	第1号の3文書
	重要事項変更時に必要

	請負契約書(Webサイト制作等)
	第2号文書
	重要事項変更時に必要

	継続的取引基本契約書
	第7号文書
	重要事項変更時:4,000円(該当時)

	業務委託契約書(個別)・委任契約書
	原則不課税
	原則不課税

	賃貸借契約書(土地・不動産)
	第1号の2文書
	重要事項変更時に必要

	賃貸借契約書(動産等)
	原則不課税
	原則不課税

	債権譲渡契約書
	第15号文書
	重要事項変更時:200円


3.5 増額・減額時の印紙税
	変更内容
	印紙税の取扱い

	金額増額
	増額部分のみに対する印紙税

	金額減額
	200円(または記載なし扱い)

	金額の記載なき変更
	200円


3.6 電子契約の場合
電子契約は印紙税法上の「文書」に該当しないため、いかなる変更内容でも印紙税は不要です。電子化することで、印紙税の判断に悩む必要がなくなり、コスト削減も実現できます。

テンプレート利用上の注意
· 本テンプレートは弁護士監修ですが、個別案件に応じた修正が必要です。重要な契約変更は弁護士にご相談ください。
· 本テンプレートは汎用版+5用途別バリアントの構成です(金額変更/期間延長/業務範囲変更/支払条件変更/当事者変更/三者合意による地位譲渡)。用途に応じて適切なバリアントを選択してください。
· 第1条(原契約の特定)は紛争予防の核心です。原契約名・締結日・契約書番号(管理している場合)を必ず明示してください。
· 第2条(変更前後の併記)により、変更内容を一義的に明確化してください。曖昧な記載は解釈相違を招きます。
· 第4条(効力発生日)を必ず明示してください。「いつから新条件か」が不明確だと、トラブルの原因となります。遡及適用を行う場合は、既履行分の差額精算条項も明示してください。
· 第5条(原契約の他条項の効力存続)により、変更箇所以外の条項が引き続き有効であることを明示します。
· 金額変更覚書(2-1)では、変更理由を明示することで相手方の納得を得やすくなります。値上げの一方的押し付けは契約解除リスクがあります。
· 期間延長覚書(2-2)では、自動更新条項の取扱いを明示してください。借地借家契約の場合、借地借家法第32条の賃料改定との関係も検討してください。
· 業務範囲変更覚書(2-3)では、報酬への影響を必ず併せて検討してください。
· 支払条件変更覚書(2-4)では、フリーランス新法第4条(60日以内支払)との適合性を確認してください。乙が特定受託事業者の場合、新法適合が必須です。
· 当事者変更覚書(2-5)は社名変更(同一法人格)、三者合意覚書(2-6)は別法人への地位譲渡(民法第539条の2)に使用します。両者を混同しないようにしてください。
· 印紙税は重要事項変更時に発生し得ます。Part 3の判定ガイドラインを参照してください。電子契約なら印紙税は完全にゼロです。
· 電子契約として締結する場合、末尾署名欄の文言を電子契約用に置き換えてご利用ください。電子契約では印紙税が確実に不要となり、コスト削減・スピード化・改ざん防止のメリットがあります。
· 本テンプレートの利用により発生した一切の責任について、ムスビサインは負いかねます。最終的な内容確認は利用者の責任で行ってください。

なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
本テンプレートは2026年5月時点の法令・実務慣行に基づき作成しています。法令改正により内容が陳腐化する可能性があるため、最新版の確認をおすすめします。
